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　使用者が，労災で休職中の労働者に対する補償を

労災保険給付に委ねていた場合，打切補償の支払

（労基法81条）により労働者を解雇することはでき

ない，使用者には休職中の労働者にリハビリ勤務を

提供する法的義務はないとした事例。

第1　事案概要

　労働者は，業務上疾病（頸肩腕症候群）により

療養のため休職中で労災保険給付（療養補償給付，

休業補償給付）を受けていた＊1。

　休職期間満了後，使用者が労働者に対し復職を

可能とする客観的資料の提出を求めたところ，労

働者はこれに応ぜず，むしろ使用者に対し復職が

不可能であることを前提とした職場復帰の「訓練」

としての「リハビリ就労」（職場復帰訓練）を要求

した。

　使用者は，労働者のリハビリ就労を受け入れず，

職場復帰は不可能と判断して使用者の災害補償規程

に基づき「労基法81条所定の打切補償」をしたうえ

で労働者を解雇した。

　本件は，労働者が，本件解雇は労基法19条に違反

するとしてその無効と，使用者のリハビリ就労拒否

等は不法行為に該当するとして損害賠償請求をした

事案である。

　裁判所は，解雇は無効とし，不法行為の請求は棄

却した。

第2　使用者・労働者の主張概要

1　解雇の有効性について
⑴ 使用者の主張概要

　労災保険法に基づく労災補償給付を受ける労働者

は労基法81条の「（労基法）第75条の規定によって

補償を受ける労働者」に該当し，使用者は平均賃金

1200日分の打切補償を支払うことにより，労基法

19条1項本文の解雇制限は解除される。本件解雇は，

解雇権濫用に当たる事実もない。

⑵ 労働者の主張概要

　労災保険法上の療養補償給付を受けているだけの

労働者は，労基法81条の「（労基法）第75条の規定

によって補償を受ける労働者」に該当しない（した

がって，労基法81条の規定による打切補償をするこ

とはできず，労基法19条の解雇制限は解除されない

ため解雇は無効）。

2　不法行為に基づく損害賠償請求（リハビリ就労の
　要求を受け入れる法的義務）について
⑴ 労働者の主張概要

　仮に使用者が労働者のリハビリ就労を認めていれ

ば，労働者は，徐々に体調を回復し，現在では通常

どおりの勤務ができるようになっていたと考えられる。

使用者は，労働者の職場復帰を阻害し，雇用契約

上の働く権利を侵害した。

⑵ 使用者の主張概要

　使用者は，そもそも職場復帰の「訓練」としての

リハビリ就労を受け入れる義務を負うものではない。

また，リハビリ就労の申出を受け入れていたならば，
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＊1：本件においては，さらに，使用者の災害補償規程に基づいて使用者は労働者に対し労災保険法所定の保険給付額と通常支払う予定の給与
及び賞与の合計額から所得税賦課率を控除した金額との差額を法定外補償金として支給した（支給合計金額は金1896万0506円）。また，
使用者の災害補償規程に基づき，使用者は労働者に対し，日本私立学校振興・共済事業団の資格保全の関係から給与の20％を支給してき
た（支給合計金額は金344万7160円）。
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現時点において労働者が通常どおりの勤務をするこ

とができるようになっていたということはできず，そ

れは単なる主観的な想像に過ぎない。

第3　解雇の有効性に関する争点
（労基法81条の解釈）の検討

1　判旨概要
　労災保険法上の療養補償給付を受けているだけの

労働者は，労基法81条の「（労基法）第75条の規

定によって補償を受ける労働者」に該当せず，同法

81条の打切補償により同法19条の解雇制限は解除

されない。このように解しても，使用者に長期の負担

を課すことにはならない。使用者の労働者に対する

上乗せ補償の事実も考慮要素とはならない。

2　判決の理由と検討
⑴ 労基法と労災保険法の関係

ア　判決の理由

　労基法と労災保険法は並行して機能する独立の

制度であるため，労基法81条の「（労基法）第75

条の規定（療養補償）によって補償を受ける労働者」

の範囲を拡張し，「労災保険法第13条の規定（療

養補償給付）によって療養の給付を受ける労働者」

と読み替えることは許されない。

イ　検討

　判決は，労基法と労災保険法は「並行して機

能する独立の制度」として，形式的な条文の適用

をしている。労災保険法によって「給付が行われ

るべきものである場合においては」使用者は労基

法上の補償責任を免れるため（労基法84条1項），

実務的には使用者が労基法75条に基づき療養補

償をすることはあまりなく，したがって労基法81

条による打切補償をできる事案はほとんどないとい

うことになってしまう。

⑵ 使用者の災害補償規程に基づく「労基法81条

所定の打切補償」

ア　判決の理由

  使用者の災害補償規程に基づく給付は就業規則

による補償の上乗せ給付にすぎないもので，あく

まで私的自治の問題にとどまる。

イ　検討

　本判決を前提とすると，使用者が打切補償でき

ることを前提として法定外給付の制度設計をして

いる場合などには規程を変更することが必要な場

合もあると思われる。その場合，就業規則の不利

益変更に該当する可能性に留意を要する（労働契

約法9条，同10条）。

⑶ 使用者の補償の長期化

ア　判決の理由

①　使用者は，あくまで保険者たる政府に保険

料を納 付する義 務を負っているだけであり，

これを履行すれば足りるのであるから，「労災

保険法第13条の規定（療養補償給付）によ

って補償を受ける労働者」との関係では，当

該使用者についての補償の長期化による負担

の軽減を考慮する必要はない。

②　業務上の負傷等が原因で休業すれば，債務

の本旨に従った履行の提供ができないのが通

常であるから，使用者に履行不能の原因があ

るとしても，労働者が民法536条2項本文に

より賃金請求権を取得するための前提を欠き，

使用者が，債務の本旨に従った労務の提供を

しない労働者に対し賃金支払義務だけを負う

という事態は基本的に発生しない。

イ　検討

　①について判決は，「あくまで保険者たる政府に

保険料を納付する義務を負っているだけであり，
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これを履行すれば足りる」として「当該使用者に

ついての補償の長期化による負担の軽減を考慮する

必要はない」と述べている。即ち，使用者が労働

者に対し打切補償することができなければ使用者

は当該労働者の社会保険料を負担し続けなければ

ならないことになるが，その「負担」について「軽

減を考 慮する必要はない」ということであろう。

なお，労基署がむちうち症患者へ長期の労災補償

給付を継続していたことが労基署の過失とされ，

使用者が負担していた社会保険料相当額を損害と

する使用者による国家賠償請求が認容された事案

がある（都タクシー事件，京都地裁昭和52年10

月28日判決  労働判例290号60頁）。

　②について判決は，「使用者が，当該労働者か

ら債務の本旨に従った労務の提供を受けていない

にもかかわらず，当該労働者に対して賃金支払義

務だけを負うという事態は基本的に発生しない」

と述べている。即ち，本判決においては，解雇制

限されていても賃金支払義務だけ負うことはないの

であるから使用者にとって酷ではないとの価値判断

を前提としているものと思われる。しかし，東芝

（うつ病・解雇）事件（東京地裁平成20年4月22

日判決  労働判例965号5頁，東京高裁平成23

年2月23日  労働判例1022号5頁）においては，

業務に起因する疾病（うつ病）により就労できな

かった期間について民法536条2項による労働者

の使用者に対する賃金請求が認容されており，本

判決との平仄が問題となり得る。

第4　損害賠償請求に関する争点
（リハビリ就労の要求）の判旨概要

　本件事案においては，使用者は労働者からのリハ

ビリ就労の要求に応じるべき法的義務を負っておら

ず，かかる要求を拒否したとしても何ら法的注意義

務に違反するものではないと判示された。

第5　最後に

　本判決は，いずれの争点についても実務に与える

影響は大きいと思われる。なお，本判決の結論は控

訴審でも維持されたとのことである。
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